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担保責任論の争点
一橋大学大学院法学研究科教授小粥 太郎
本稿は、公主主f!~団法人日弁連法務研究財団主催の í1i'l権法改正研修~理論と実務
の架橋を目折して~J の一環として、 2013年 11月 28[1 、仙台弁護士会館において行
われた、 「契約ルールはどう変わっていくのか~契約各員1]の改正を中心として ~J
における筆者の報告原稿に、若干の補正を力1えたものである。筆者の報告は、法務
省の内田武参与による、契約各則の売n・3fj負の担保責任にi刻する民法(似権関
係)の改正に|刻するrlこ'1日l試案 (2013年2月26日法制審議会民法(債権関係)部会決
定。 以T、中間試案と略記する)の概裂の説明を受けて、売買・ iìi'i:(~の担保責任の
立法論的検討を行ったものであるが、その内容のrl'心は、法改正の過程においても、
法改正の後も、争点として残ることになるであろう、契約法理J命の対立を拙き出す
ところにあった。そこで、本稿の標題も、 「担保責任論の争点」とした。なお、本
稿において項目番一号だけで言及する中日l試案の|村容を、文末に資料として矧げた。
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ご制介いただきました子粥です。
このような研修会でお話をするという機会をヲーえていただき、たいへん感
謝をしております。
これから、約50分間ほど、あるいは少し長くなってしまうかもしれません
が、ご手抱をいただければ幸いです。
本rIは、 ?'fil. J ，H~ における担保責任に関する ' 1'1m試案について、私の興
味・関心から、コメントをする予定でして、制縦的なものにはなりません。
はじめに、総論的なコメン ト、 つづきまして、 1t~1別 1I j!mに附するコメン ト、
という ]1t(Jれになります。
E 総論一一不履行責任化の意義
1 考え方の変遜
まず、総論からまいります。
担保点任に|則するこれまでの議論の多くは、う'己主の担保点~ff:にかかわるも
のでしたから、ここでも、詰負を頭の片隅におきつつも、ひとまず、売口、
それも主に1附庇担保立任を想定してお話をいたします。
'1'間試案では、現行法における担保立任のルールが、イミ版行立任であるこ
とカqYlらかにされています。これをどこから読み取るのかといえば、まずは、
'1'11]試案的35の3ということになると思います。すなわち、そこでは、権利
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のT山氏であろうと、物のlj安婦Eであろうと、いずれにせよ、つつがなく権利を
移転する、あるいは、契約に適合した暇杭のないものを引き渡すことが、売
主の契約上のHI務で、あることがはっきり提案されております。したがって、
権利移転にトラブルが生じたり、物にT院庇があった場合には、売主に債務不
履行がある、ということになり、第35の4以下に提案されている買主の救済
手段に閲するルールは、伯務不履行の一般則に対して、売買契約の売主の債
務不履行の特則を構成することになる、というわけです。
現行法の下では、担保責任の法的性質に関して、法定責任説と、不凶行責
任説 (契約立任説といわれることが多いのですが、今回は不履行立任説と 1手
ぶことにします)の争いがあるといわれてきました。法定責任説は、もとも
とは、売主には、:ftri利移転義務がないけれども、:ftli利が移転できないにもか
かわらず民主に法的保護がないのはおかしいので、法律で特別に追奪担保i'r
任制度を置く、あるいは、特定物売買の売主の債務は当該特定物を引き渡す
ことに尽きるので、取抗があったとしても債務不履行にならない、しかしそ
れでは買主が気の毒だから、法律で特別に暇庇担保責任制度を設ける、と考
えてきたわけです。{責務不履行にはならないけれど、特別に法律で売主に責
任を諜す、ということです。これに対して、不履行責任説は、中jllj試案第35
の 3 のように、売主には、椛利移転義務も、暇~Jitのないものを引き波す義務
もあるのだから、権利が移転で、きなかったり、目的物にJj!i(抗があったときは、
当然、売主には、 1!'務の不履行がある、とするわけでした。
中間試案は、現行j去を改めた、というよりは、現行法の解釈論として定着
していた不履行責任説を、条文のレベルで確認しよう、ということだと理解
しております。これは、 実質的な改正というよりは、思考の挫J1日に属するも
ので、実務への)i;~fL~~は、あまりないのではないか、ということになります。
しかし、このような改正蛇楽に至るまでの道のりは、なかなか|換しいもの
だ‘っ たように思います。 ごく簡単に、担保責任に関する「考え方の変~J を
ふり返っておきましょう1)。
かつての通説とされた法定責任説は、 ドイツ法の、比較法的にみれば特殊
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な構造を前提に形成された特殊な理論に強く )i}~斡されていたといわれます。
かつての通説として念頭に置いているのは、鳩山秀夫先生、我妻栄先生の見
解です (それぞれに追いがありますが)。特殊なドイツ法の構造というのは、
債務不履行を不能と遅滞の2つで説明する、不能・遅滞の三分法といわれる
構造などのことで、す。そうした特殊な構造を前提に、原始的一部不能論・特
定物ドグマなどの道具を用いると、 JI~庇担保責任制度の存在理由などは、そ
れなりにうまく説明できるので、法定責任説は、一定の説得力がある考え方
だ、ったということができるように思います。
こうしたドイツ的な理論の拘束から脱して、法定責任説に代わって不履行
責任説が定着するための、きわめて重要なステップとなったのは、いうまで
もなく、五十嵐清先生、北川善太郎先生の、いわば、マクロレベルの契約法
研究です。
五十嵐先生は、 1959年から1960年にかけて、民商法雑誌に「暇抗担保と比
較法」という論文を公表され、英米法、スウェーデンを含むヨーロッパ各国
の法一一一フランス、オーストリア、 ドイツ、スイス、イタリア一一一、そして
とくに、国際動産売買統一法草案(のちの国際物品売買についての統一法に
関するハーグ条約)などを見渡しつつ、当時の「わが学説」の「共通の前提J
である、 nl~抗担保責任を依務不履行とは異なる何か特殊な制度と見る立場」
を問題視して、 「大局的に見るならば、 一方ではJIR庇担保責任の適用範囲が次
第に拡大されて(たとえば種類物売買への適用)、債務不履行責任との限界が
消滅しつつあり、他方で、は椴抗担保立任の内容の点で、の特殊性が次第に失わ
れ(元来は、脱却訴権actioredhibitoria と減額訴~雀のみ) 、 一般的な債務不
凶行責任の場合と共通なものになりつつあるJ2)ことを明らかにする ことに
挑み、成功を収めたといってよいでしょう。
また、北川先生は、 1963年に、既発表の論文をまとめる 31~で、有名な 『契
1) i'>>J凡{上リJrJ院抗担保氏任の法的性質(2ト一一契約J'i任説の立場からJ野1事正光編1.:n凶此担
f~~責任と依11，不履行 'i'r任j 31'.[ (円 本~'I・1命担、 2009年)が、近年の議論の展開を伝える。
2) 引用は、五十IAu'j.fJ:ヒ紋民法学の.lI'iIUJ!.IiJ82-83頁 (一粒社、 1976年)0 r J '1の引JT文の
うち、 ( )内の記述は引)Ij者による補足である。
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約百任の研究J(有斐|湖、 1963年)という本を公表されました。たいへんス
ケールの大きな研究で、n1iljtな裂がJを約二しませんが、今円のお話の文脈では、
北川先生の研究によって、わが|主|の法定立任説のi阪となったドイツ法の、歴
史的 ・比較法的な、特典ぞ1:が明らかにされ、 ドイツ内部でも、それを克服す
る動きが強くなってきていることが示されました。そして、北川先生の研究
においては、契約法則論の向かうべき方向として、すでに、おおむねこの中
1[1]試案のようなものが示されていたといってもよいくらいであります。
しかし、不履行責任説が日本民法の解釈論として定治するには、マク ロな
研究だけでは不十分で・、 解釈論のツメが不可欠です。北川先生の研究は、ミ
クロレベルの解釈提案もかなり含むものではありましたが、具体的な解釈論
=ミクロレベルでの不履行責任説の定治に大きな役;111]を来たしたのは、やは
り、品目f英一先生の論文「暇抗担保の研究一一1本J(後掲注3))だといえま
しょう。五十嵐、北川論文には、 11本の判例の研究が欠けていたのですが、
星野論文は、詳細な判例研究を行い、妥当な結論を利益彼f:hlの手法によって
導き1'，したわけです。判例の理解の仕方としては、受領を境として、その前
は11i務不凶行、その後はJH~杭担保立任、というような見通しも示されていま
したが、当時の星野先生が強調されたことは、裁判所が事案の解決に不必要
な一般li命を行っていて、学者の議論もその一般論に向けて行われていたた
め、青lfd#Jに難しい議論が行われていた、というようなことでした。引楽と結
論との紡びつきが主税され、裁判所の示す一般論は"産税されています。
星野論文においては、妥当な結論を導くための、 I~-純ですっきりした理論
緋月比が、不履行責任説だ、という わけでした。かなり具体的な解釈論が提示
さ:t'lており、私には、体系71?に組み込んで大丈夫なところまで来ていたよう
にj包われます。
2 単純な説明が可能に
「単純な説明が可能に」という よ~IJ\ しになっておりますが、私は、これこそ
が不履行坑任説の大きなメリットだと考えています。星野先生は、特定物ド
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グマを起点とする法定責任説の説明を、「奇』少に感じられるのではなかろう
か」、「常識的に理解し時uぃJと批判されていました 3)。
そもそも、実際IliJ組の解決において、 it定iT任説は、不)説行武任説とあま
り迎いがありません4)。しばしば、不凶行口任説と同じことをいうために、
背任問に抜雑な理屈を持ちIL¥します。たとえば、民法の教師にとっては、珍し
くない経験だと想像するのですが、}的配ある特定物の売買の事例を試験IJ!直
にしますと、定型的なパターンの法定点任説のWf，符が多くなります。しかも、
法定武任説の解答は、非常に複雑になるのです。すなわち、こういうことで
す。契約当事者は、 JllA鋭のない物を引き波すことを合意している。しかし、
特定物ドグマがあるから取抗のない物を引き波す仙務がない。したがって、
取抗のある物を引き渡したとしても、債務の不履行は存在せず、不版行了i任
もない。 しかし、先日はイíf1~契約だから、 n主を保護する必要があって、そ
のために植われるのがJI!;l抗担保立任である 。 ということで、つづいて、 JI~t庇
担保武任の要件の検討がはじまります。典i¥Q的な解答は、そこでの1RJ.庇とい
う概念は、客観的1則氏、すなわち、物が通常イIすべき品質だ.けで・なく、主観
的取抗、すなわち、 fiD:によって有すべきだとされた品質に満たないことも
な味するとして、引案においては、その合立された品質に適さないJI!.t枕があ
るから、取抗担保立任あり、というのです。これは、かつての通説的な比解
といってもよいのかもしれません。しかし、 JI!;l艇の広義について、号、:倒的な
1!.{1庇だけでなく、セ倒的f院庇も含まれることをil-定すると、法定i'("f壬説のJ.il
!日iを維持するのは難しいような気がします。一定の品質を確保すべきことが
介立されていたのにその品質が確保されていないとすれば、私などは、それ
はqiなる債務不履行ではないかとj品うのですが、法定責任説のj切符は、それ
3お) 昆叫出f
4引) }J加~I川11必雌t一日郎|目1ft担旦山1仙似九'~~)I点t1打任T壬[:J ~谷ì- I川lほま知H‘ド = }J加加日l必雌i一自向郎l目1*制』“~ n以tωi法li蹴u山川{仇\~I可 IVJ 9例l頁 (イ心l'斐!問再制机lト、 lω95閃9{年ド)0。なお、
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fi主の子己主に対する修揃ji!'I;}<:は、イミ凶行j'i'任;JI.からは、'i然の効*としてj却さ1¥されるが、法
定責任誕からこれをni.じすることは悶維ともみられる しかし、かつての木川l札i見(加藤・
ljíl掲99頁参!!ののみならず、比較的最近でも、ド4t;主円白線H~，冶/5.ノ ート J 4Q-45J:r (日本評
諸社、 1990{f){主、法3江氏{モs況の Ii:}品から、 n主の修納Jj求織の法的叙拠を鈍，)ミしており、や
はり両"見はお;しく後近している。
が、債務不履行ではなくて、法定点任としての取杭抑保責任における取抗だ、
し力、し、備えるべき品質は合意によって決まる、というわけです。法定立任
説なのに、実質的には当引者の合意で決まるのです。
正取庇担保i'i任が不履行立任だ‘とすれば、これほどまわりくどい説明は要り
ません。売主は、契約に従った{脇を負うのであって、目的物が有すべき品
質も契約内容によって決まるので、契約内科に適合しなければ、債務不}1延行
になる、というだけのことです。担保責任の法的nnに関する中間試案の提
案は;、無用にややこしい説明を不要にする、という点で、私は、とてもよい
ものだと考えております。
問題は、学説の制権({，・ぃ一一法定責任説vs不履行氏任説一ーのようにみ
らオ1がちかとも想像するのですが、私自身は、そうした性格は、それほどな
いとみております。解釈論としてはともかく、日本の売買法の立法論として
法定立任説を主張するま1山は乏しいと思うのです。'1'間試案は、不履行i7.任
説を明示することによって、法律家の議論を単純にする、という大きなメ
リットを生み1¥す、と考えます。
3 不履行責任=過失責任/担保責任=無過失責任という図式
からの転換
さきほどご相介した昆野先生の論文は、現時点からふりかえれば、なお、
つめるべきところも残されていました。そのなかでも重要な問題は、取枕担
保j'H壬による 111手~:賠償の範囲で・す。 星野先生は、最初jの段階では、 T聞配担保
;占イ壬は、~!~，過失立任であり、損i'{-J[市償の範1m は、イM:方不履行の一般則である
民世ミ416条によって定まるとされていました 5)。
当H寺の一般的な理解によれば、的務不履行責任はjti失責任、 T間庇担保I任
はMT，過失立任です。したがって、佐野先生の不履行点任説に依拠した場合に
は、 ~'d:が1!!r.過失であるのに暇抗担保責任を負うときにも、月任の純JJ~が民
?? ?ー ここでいう !1時過失)'ì11 とは 、 ~li J.'i:明 IjJ がなかったことを }，似立証しでも免責ー されないが、
不1日iC)J免i'Tは。認められるものをいう (M.!lf.. jiiHtli131244-245i.'[)。
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法416条によって決まることになります。しかし、それでは、売主が零細uな小
売商であるような場合を与えると、刀打5が重くなりすぎるという心配があり
ました。 1965{1~の来栖論文句は、この点をとらえ、小売附がJ!!r，過失の場合に
は代金減額と桝除だけ、過失がある場合に限ってより広い純聞の損害断的を
認める万向を示唆したのでした。
さて、来桝先'1:.の問題提起もあり、 JI1;(抗担保J'.("1壬を負う)~ -ì:の損害賠償の
範聞について、コピ主が~nr，過失であれば代金減額、過失があるときにはじめて
それを越えた制作賠償を認めるべきだという、 JI別配担保責任の損害賠償の純
IJI:Iを代金減額的なものと、民法416条が適用されるものとに二分する比Iff.が
右ブJになりました。たとえば、加藤羽t口先生の比j併がそうです 710
伝統的な学説においては、債務不}fil1iの一般法は、過失訂作:主義がとられ
ており、民法415条に基づいて行われる船主:賠償前求には、 一一証明百任の川
越はともかくとして一一伯務者の放なまたは過失が必要だと与えられてお
り、加J躍す!t信説においても、 1:r務不凶行JT任の一般1リは過失点任主義、 JI1;(抗
担保tf任は"lf，過失点任主義だ、とされています。この図式を!日j提にするなら
ば、加藤秘伝説は、ひとつのお地点だったかむしれません 810
しかし、足型f先生は、この|災|式--1:i.t方不凶行氏任=過失点任/取抗m仇l
f任=無過失点任一ー に疑11]を提起されたのでした。
6) 米柄三日1r 1)、必 l樹人のJI~鋭fl !!~~責任Hl約法大系刊行"Í! rl会福 『契約法大系 \D (繍どき)J255-
256頁(イ"~11I1 、 1965年)
7) 1)1雌枚1，¥U~ 1:の般書記担保mT:J1，') PJHtl(i去ザ・の IJ~IJilJ 390頁(~}J1 1 1l977{ド) (イi斐1、
1993{1:)。
8) 1 ')谷峻 rJI~杭~IH!f-W任J J，!_l!I.英ーほか細 nu上減出(5)焚約J185iJ (イi斐1)、1985{ド)の姉
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く Ij!:IJi~とは、本有jと l\\なり、ィー版行)'1.任 =過失点任、 ~IH足!'W:= 焦過失点任の図式を維持し
つつ、J11縦担保氏任のtW.'i-陥償が代金減1il(l(Jなものとなる見解をi9)i主l.(とする OY1'~，諭文は、
IJI}悠・iIIfJtli 1・ 7) とともに、 ~1-.xWiJt I1日制を来示して1'mされた土地がぶ示されたとおりの
Iifi'を布しない場合と光 iニのiit.に対するlilh，fl)必の)1日官u主務の有無J<í7.干1)650 サ"5i~ (l982 
4ド)をif(視する)0 I.L)谷e論文の õ.味におけるm統制1~h'é任の対応物は、I)'):r)試案では、 1/1.t方不
凶行六任や不適合武任よりもむしろ、 nl:の代金減額，;，'/;j(:trfi(司~35の 5 ) であるように思わ
れる (実際、1')谷峻 um-~'~ïïの完IJ)J (tf!保氏任)JI.U副将 H¥!法改正案の検討(3)J179 
点(成文'ì:~: 、 2013{1:) は、lIW; Wil花i去)改正検討"I!1l:会による代Si}:i成制約;j(制度 ('I!lI).l!I:
従のそれとl，o)t'A)の提案をよ.5く，:Hfiする)0 !J!fi'f iE允 nWiHI!1~h'é11の il; (I~ t'IJ't( 1ト一一il;l江氏
任，JI_の三つの~え)ïJ li)fl.Il'i. nil綿花 1)30i.(もこれに近い。
Jl野論文は、過失百任と無過失責任の迫いについて、次のように語ってい
ました。「まず、形式的にいっても、両者の差は、的権者が免責されるために
立証すべきことが、その 『無過失』か 『不可抗力によること』かの追いにす
ぎない。ところで、実質的にいって、そこで 『無過失jとはなにかであるが、
これを r(注意)義務違反のないことjと解すると、売口における先主の(注
芯J義務とはなにかこそが問題となる。フランスなどでは、いわゆる結果債
務の凶行1針iについては、遅滞のあることがただちにフオート (faute)であ
るとされているようである。売買においてJI史抗のある物の給付は、通常は
(イミ百J抗力の場合を除いて)、ただちに 『過失jありということになりはしな
いか、ということこそ、筆者の提起したかったIlj組である」とへ
その後の研究は、民法415条の帰1-司王山が、イ占務者の故意または過失と等し
いオっけではないということを、日本の判例の現状、比較法研究などを手がか
りとして、強調してきました 10)。判例 ・実務も、引渡的務の履行遅滞による
iU":さI出品目fjボの要件事実 ・抗弁を思い浮かべれば、そこにみられるのは、 f占-
線学fからの耐水原肉事実の主張に対して、債務者が不可抗力等の免責事由の
抗デl~を山すという構造ですから 11 )、注意義務造反という立l床での過失は、偵
j完弓之JIQ行による損害賠償前求権発生のための~1'1ニになっていないというほう
が三共.i!fWHこ近かったのではないでしょうか。
1in;j不)1試行の加賀事由ないし免責事~I二| の III J題は、本 11 の直接のテーマでは
ありませんが、'1'間試案第10の I は、 1m:方不)t試行による m~I::賠償の免武事出
として、 「契約による債務の不履行が、 当該契約の魁行に!;tらして伯務者の立
めLこ対することのできない事由によるものであるときは、 1l't務者は、その不
服lI"(:よって生じた損害を賠償する責任を負わないものとする。Jとしてい
ま寸ー 。
つまり、過失責任主義に立脚して、注意義務を尽くしたことが免則油だ
吾川 J，l~!f I;~ー rr取鋭担保の研究j 補諸J lu -I抑制iJ:3) 245-250氏。
1 0) .'i川月II~ r!t'1怖の各純J1，1野英ーほか細 『民法必J1l.(日1].&2)J 1:ri (布袋1!l1、1990年)。
1 1) ，.1法研修所制 f民'Jr，1Ji';なにおける'l:!何事尖([)(J抑制)J9:ri (i去作会、 1986年)。
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とするのではなく、契約の趣旨に照らして免点字由が何かが決まってくる、
という提案がされています。これも、私自身の理解では、実質改正ではあり
ません。現行法の下において、判例を説明する解釈論として有力な学説に
よって提示されていたものを条文という形にするだけだ、と思います。
少し横道にそれますが、実質改正か否かは、つまり、現在の法状削を変更
するのかそうでないのか、という問題は、経過惜恒を作る必要があるかどう
かにかかわってくるという観点からも山立を援するところです。たとえば、
JI則氏担保責任を不凶行責任であることを IYJ雌にする民法改正が~制された場
合、その中で、取庇の概念が契約不適合の概念に改正されたけれどもそこに
実質改正が含まれると解すべきかどうかについては、さまざまな解釈が行わ
れることになるでしょう。そのとき、改正法の附則に、 JI!H此担保点イ1に関す
る特別の経過措世があるかどうかは、立~当日が、暇統担保責任のルールの
:ぷ質に変化があったとみたかどうかを判断する手がかりを提供する可能性が
あります。とはいえ、経過措世が、一定のけからの新法の適用をIYJ示したう
えで、その円以前に締結された契約の取抗担保立任については、なお従前の
例による、というように、取抗担保責任について包括的に定められるとしま
すと、 T院庇担保責任ルールのどの部分に実質改正があったのかを判断する手
がかりは乏しくなります。
さて、本題に戻りますと、中間試案では、 f~í;r:方不履行責任は契約の趣旨に
応じた五イ壬であって、契約の趣旨に照らして免口事|却があればiT任を負わな
い、ということなので、過失責イ壬主義は採川されていないわけです。IJ時に、
取抗担保責任についても、 rl'問試案は、これを不履行責任としており、その
Mn事由に関しでも、特に別様に扱う行の蛇案がされているわけではありま
せんから、不服行:n任の帰武事ETIに|射する一般論が妥当すると考えられま
す。 ですから、債務不凶行j'r任も JI~杭担保w任も、契約の趣旨に応じた武任
といいますか、契約の趣旨に照らして免点'JJ:IIがあれば責任をねわない、と
いう点で、責任の原理は、同じ、ということになっているとみるべきです。
このような意味での依務不履行の帰武事由を、債務不履行の一般!IリとJII;(抗担
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保rI任を通じて、契約の拘束力という観点から統一的に説明したのが、森田
宏槌ir契約立任の帰立構造J(後掲注12))であるというのが私の見立てであ
ります。不履行立任は過失責任、担保責任は無過失責任という凶式は、とら
れていないのです。
4 契約内容確定作業の重要性
掛川返しになりますが、売主の債務内符は、契約によって決まり、 1u務の
履千二7が契約内容に迎合しない場合には、不履行責任が生じます。
斗.1日j試案のような考え方に対-しては、特定物ドグマを再定して、常にfl!Q杭
なき物の給付義務を肯定するものだ、という理解がみられないではありませ
ん。 しかし、売主がどのような債務を負うのかは、契約内容次第なのです。
伝来奇的な法定立任説は、当事者がいかに日的物のあるべき性質について合立
をしても、特定物売目の原始的取抗についてはfl!Q庇なき物の給付義務を否定
する、としていたわけですが、 rjlmJ試案が特定物ドグマを否定するからと
いって、逆に、売主が常に1院抗なき物の給付義務を負う、としたのでは、伝
統l刊な法定責任説と阿じように、契約内容に応じて債務内容が決ま ってく
る、 という契約法の基本が忘れられてしまうことになります。暇抗なき物の
給イ寸義務があるかどうかも、契約内谷によって決まってくるのです。今日行
わ~~Lるたいがいの売買契約においては、売主が、品質確保義務を負うべきも
のとされるのが普通でしょう。とはいえ、文化財的な価値のある仏像の売買
なとeでは、 不履行責任説を前提にしても、売主の偵務は、 当該目的物を引き
渡すことに尽きる、ということもあるかもしれません。その理由は、 当事者
の色・立内容がそのように解されるからなのであって、特定物ドグマゆえのこ
とではありません。
|司じ|問題は、追完、修補の可存についても存在します。つまり、契約内容
にH慣らして、迫完や修布Iiが予定されているのであれば、 :Tf]:.は、追完や修補
をオミめることができるわけですが、具体的な契約I}'.l容のいかんによっては、
売i司で、あっても、修補請求は認められず、 m符賠償・解除だけ、ということ
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もあるでしょう(中古自動車の素人間での売口など)。いずれにせよ、売主の
債務は、契約内符によって決まる、ということで、債務内符は、あらかじめ
同定されているわけではない、ということを確認しておくことが重要だと考
えます。
要するに、'1'問試案は、品質確保義務を負うと提案しているわけですが
(第35の3(2)) 、これは任意規定の提案ですから、 J~体的な売口契約の内容次第
では、売主は1171質・fi{li保義務を負わないこともあるということです。修布1i請求
ができるように;1・いであるこ との立|床も同じです。品質峨保義務があると
か、修布lit'1;1<:がで、きる、というルールは、デフォルトにすぎないので、当事
者の合訟で修正可能だけれども、たいていの場合は、デフォルトが当事者の
合意内容に合致するだろう、それが、私の理解であります。
つづいて、名論にまいります。
皿 各 論
1 民主・注文者の権利行使期間に関する甲案・乙案(第35の
6、第40の2(3)
(1) ヤマケイ理論vsモリヒロ理論
名論で、は、 '1'11試案のうち、の3つの論点に|対するものをとりあげます。
しかし、その比:IfIは、 1が':11心でして、 2、3は、 lとは直接|刻係がなく、
おまけのようなものです。
まず、 lですが、 EfI案乙案と両論併記の形でパブリックコメントの手続が
とられた論点の 1つです。どのような問題に関するどのような提案であるの
かを、間IjHこ{i(li認しておきましょう。
おおざっぱにいえば、売買も訪負も、|古lじ問題ですので、まとめて説明い
たします。
どのような問題に|射する提案かと巾しますと、それは、現行法でいう、暇
縦十1[1糸口任を迫1えする坊ー合の権利行使J~J1のilUI~l{の III J :副です。 '1'1試案で
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は、 I院統担保ではなく、契約不適合、ということになります。rp案は、 T院抗
担f来立-任というのでしょうか、不適合点任を追及できる則IllJについては、時
効(7)一般ルールによるべきものとして、とくに、 JI!i(抗担保というか不適合の
権不り行使期間に|刻する特別を設けない、 というものです。乙案は、 取抗とい
うカ、契約不適合を知ったときから、短期間の権利行使期限jの制限を設けるべ
き大三というものです。乙案のほうが、現行法に近い感じです。
この問題は、 一見すると、消滅時効期間の枝葉の些末なIJMのように思わ
れるかもしれません。しかし、私のみるところでは、この論}.'，I、は、現代の契
約j去学における布力な 2 つの潮流がぶつかりあうポイントであり、~三主主もさ
りながら、理論的に非常に関心を惹かれる問題であります。
私自身は、什l案乙裟のそれぞれに型があると思いつつも、乙楽に傾いてお
りますが、 IP2長に絶対に反対というわけで、もありません。今1は、ここでの
申案乙案の当否を検討するのに、どのようなこと を考えるべきか、そ して、
こσ〉対立の背後にある契約法学の2大潮流というのはどのようなfl1論なのか
としゐう ことについて、お話をしてまいりたいと思います。
前-置きばかりが長くなって申し訳ないのですが、申案乙案の検討を見通し
ょく行うために、円突で‘はありますが、 2つの理論パラダイムを対位して、
お言舌をすすめたいと思います。名前を、かりに、ヤマケイ理論と、モリヒロ
岨151命とします。ヤマケイというと山本敬三先生を思い浮かべる)Jも少なくな
いと想像いたします。しかし、私は、 ヤマケイ理論が山本敬三先生のお考え
そのものだ、ということを申し上げるつもりはございません。同じように、
モリヒロというと、森旧宏樹先生を思い浮かべる方があるかもしれません
が、モリヒロ理論が森田宏樹先生のお考えそのものだというつもりもござい
ません。あくまでも、思考の整理のためのモデルであります。ヤマケイ理論
は甲案と結び‘つきやすく、モリヒロ理論は乙築と結びつきやすいです。
さて、}1i{帯が!日J後しますが、モリヒロ則論から説明してみます 121。
121 なお、 WlJ宏樹 f焚f.J'i任の帰i'H揖:i1iJ308只 (イi斐|湖、 2∞2年)。
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モリヒロJ.lli論は、イLiI務の}i託行として物が引き渡されたJ)j介、債権者の受領
によってがi務者の依務が消滅する、と与えます。債権者 cn主 ・注文者)自
身が、受け取った物についてそれでOKだ、といっているのだから、債務は
履行されたことになって削減する、というわけです。しかし、受け取った時
点で、 JI~jJÌtないし契約不適合が隠れていた場合には、イit権者の受領のな思表
示に錯誤があることになります。表而的に現象をみるなら、債権者のOKが
Il¥ているので、もはや伯務不服行武任は迫及できないはずなのですが、債務
を消滅させる OKのな忠にj:¥i誤があったわけですから、 u'H'.rn者に、何らかの
救済をうえる必要があります。そこで仙綿布 (日主・注文者)に15・えられる
のが、取抗mwc契約不適合)責任による救済というわけです。具体的には、
取統 (不適介)発見後、 一定の短期間は、 1l'~務不履行此任を追及できる、と
いうことになります。このように、受制のな思表示にj:'，:訟があった場令に、
特別に、 'F後的に1i:{方不}i兵行Yi任の追及を 1]'能にするのが、契約不迎合立任
(暇抗担保此任)制度、というわけです。
これに対して、ヤマケイl'i論は、契約イミ迎合立イモも仙J方不凶行であり、債
務がj似行されていないのだから、それに対する不凶行点任の追及は、、'i然に、
一般の時効JUJ11と同じ、と考・えます。ヤマケイ理論においては、債務が消滅
するのは、イ氏i売が隠行されたからであって、受領によって消滅するのではな
い、というのが基本になります 13)。たしかに、弁済による仙務Wi減を念凶に
おきますと、 1l'~務者の1l'~務の消滅は、 f)l行法では、ú'(，j'売の木骨に従っ た!凶行
が行われたことの効巣であって、 1l'(彬U'iの受領のfi:忠夫示の効果ではないよ
うにみえます。
ヤマケイJ'1諭は、モリヒロ則論を厳しく批判します。すなわち、モリヒロ
理論がいうように、受領によって債務が消滅するとなると、ロ主や1i:文-<tは、
日的物を受け取ったら品質についての検任をしなければならなくなって、偵
権者には、不十分な検作をした結栄として不適合を先凡できなかった場合に
I 13) なお、 ，1，-1>=敬三『民法泌.de1V-1 J 274f.il:l9 (イi斐|湖、 2∞5{1ミ)
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は、不服行責任が追及できなくなる。このようないわば失権効を買主・注文
者に課すことは不当である。とくに買主が消費者である場合についてみる
と、その不当性は明らかだ、というわけです。
またまた、話が飛んでしまうのですが、債権法改正の法制審議会の部会が
活動を始める前に、いくつかの学者グループがそれぞれ債権法改正の立法案
を世に問いました。その 1つに、民法(債権法)改正検討委員会による提案
があります。鎌問燕先生が委貝長、内回世先生が事務局長をされていた研究
グループです。ご案内の方もいらっしゃるかと思いますが、ヤマケイ理論と
モリヒロ理論の激突は、この民法(債権法)改正検討委貝会の立法提案の
中 14)にも、そして、その議事録の中15)にも、深く 、刻み込まれております。
かなり乱暴にまとめますと、民法(債権法)改正検討委員会の提案は、売
口がヤマケイ理論、請負がモリヒロ理論なのです。今日のお話にはタテマエ
としては関係のないことかもしれませんが、売買法の提案の原案づくりを担
当したのは、山本敬三先生、磯村保先生、横山美夏先生で、して、請負法の提
案:の原案づくりを担当したのは、中田裕康先生、窪田充見先生、森田宏樹先
生でした。民法 (債権法)改正検討委員会の提案をみますと、 ;fi負のところ
には、注文者の受領というプロセスに関する提案がありますが、売買のとこ
ろには、 対応する提案はありません。
民法(債権法)改正検討委員会の提案は、一見すると、全体として一貫し
ない、あるいは、単にヤマケイ理論とモリヒロ理論の調整がつかなかっただ
けではないか、と思われるかもしれません。しかし、私自身は、売買よりも
請負のほうが、 1i'~権者の受領とか、債権者による品質検査の重要性が高い契
約類型であって、たとえば、債権者似Ijの協力義務のような規定を世くとすれ
ば、それは、売口よりも請負における必要性のほうが高いと考えておりまし
た。ですから、民法(依権法)改正検討委員会の試案が、おおざっぱにいえ
14) 民法(依償法)改正検討13!H会 rm椀法改正の基本方針J別1NBL 126'，3会 (2∞911')提案
[3.2.1.18] [3.2.9.02] [329.05]など参照。
15) 民法 (依締法)改正検討委U会 ・金イ本会議 (:;')7回)議事録 (2008年9月23R fJll1D hltp:1 I 
www.shojihomu.or.jp/saikenholl/shingirokl!gijirokuOO7.pdf 56-61頁。
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ば、売買でヤマケイ理論、請負でモリヒロ理論を採っていることは、それな
りに合理的だ、あるいは、非常に幸運なことだった、と思っている次第です。
このこととの関係で申しますと、中間試案では、債権者の引取義務が、売買
については明示的に提案されているのに(第35の10ア)、請負については提案
されていないようにみえます。これは、今、 13したような考えからいたしま
すと、バランスを欠くように映ります。 ドイツ民法のように、売買、請負両
方について引取義務を明示するか、仮にどちらか一方ということであれば請
負ではないか、というのが私の感覚で、それは、民法(債権法)改正検討委
員会のスタンスとも重なる、というわけです 16)。
さて、ヤマケイ理論とモリヒロ理論を、実質的に比べてみますと、たしか
に、モリヒロ理論ないし乙案のほうが、ヤマケイ理論ないし甲案よりも、買
主に厳しい、ということになりそうです。モリヒロ理論への批判は、ここに
集中しているようにさえみえます。しかし、厳しいかどうかは、どこに基準
を設定するかによって変わってきます。モリヒロ理論がヤマケイ理論よりも
「買主」に厳しいとすれば、逆にいえば¥ヤマケイ理論はモリヒロ理論よりも
「売主」に厳しいということになります。こういう議論の仕方は、あまり生産
的ではないでしょう。
そこで、どういう事情を考慮して、 1案乙案の是非を、あるいは、ヤマケ
イ理論モリヒロ理論の優劣を評価すべきか、分析の手がかりになりそうなも
のを出していきたい、それが、これからとりあげるいくつかの考慮要素です。
必ずしもぴったりフィッ卜する要素ばかりではなく、いくらか関係がある事
情、というくらいのつもりです。
16) 本文の記述は、'i"I/1J試案において、引取旋務が、先日についてのみ提案されているという
鹿角平に基づくものである。しかし、この点について、本析の報告が行われた研修会における
法務省のl人Jnli'.t参与の発弓によれば、光nに関する提案はイ{償契約(こiI'\Jljされるので、 J，'J í~
についても似権者に引rr;.義務が7ぶされることになるとのことであった。そうなると、本文の
理解は~i~H~rだということになる。
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(2) 考慮要素
(a) 履行完了の期待(受取の責任?)
売買n的物の引渡しが完了し、 n主が異議を述べなかったJh'j合には、売主
に履行完了(弁済による依務消滅)の期待が生じるでしょう。モリヒロ理論
は、この売主のJ~J待を保護しようとするわけで、乙訴さにつながりやすいと思
うのですが、 1=1(10物を受け取ったti主に武任を部すのが妥当でないとすれ
ば、ヤマケイ理論、そして巾案に向かう、ということになりそうです 17)。
ひとつ注意を要するのは、民主が契約不適合の日的物を受け取った場合に
つき、一般の1寺効期間のil均了まで売主の立任が問われうるとするIJ裟は、
まったく服行がない場合 (遅滞 ・不能[拒絶も]一一 売主は責任負担を党悟
している)と、1的物の引渡しがあった場合 (売主は、悪意の場合を除いて
[乙案でも除外されている]、!夜行完了の期待を持つ)を同じに扱う点で、均
衡を失しないか、ということです。遅滞 ・不能の場合には、口主は、 11(I(]物
をまったく受け取っていない状況で、損符賠償前求などを検討する局面です
が、不適合の場合には、いちおう、 H的物がすでに目主の支配下に存在する
わけで、同じく債務不服行だとはいっても、ずいぶん、遠いがあるのではな
いか、 ということです。
(b) 引渡後の品質保証
消費者J~主の立場からすると、:屯要なのは、甲案のように契約不迎合の場
合の売主の立イ壬WJIIJを一般の債務不履行責任と同じだけ確保することではな
く、 引渡後の品質保証で、はないか、という1mもあるように思います。つまり、
一定の光貝類型においては、民主が、暇械のない製品を普通に使っていても
故障することはあり、これを引渡時 「前」の欠陥に対応する光主の不適合責
任でカバーするのはやや無理があります。hl仮出における、新品の家m製品
17) ヤマケイ JIJ!諭は、不適合点任(JIU城山保氏任)を柑)J l:1{~不!ぽ行の一般Jllli論で処Jlll しよう
とするが、モリヒロ忽諭(;j:、不適合点任(i院I;itjl!結託任)を1te:tn不胤行とは少し距離がある
tJ~IJの債務不凶行武任とみていて、そのi主いが、iI'j滅l時効JUJI:lJ についても一般法と lõ;1 じこと
にする中築と、特別のルールを設ける乙家の泌いとに、対応している而がある、という迎狩
である。
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の販売などを念頭に置いていただけるとよいと思います。このような類型の
売口については、引渡「前Jの時点の不適合を四11とする責任を、一般の消
滅IHVJWJ間存続させるというよりは、引波「後」の目的物の不具合で、あって
も、:ìffi~:行の使用に山来するものについては、一定期間の品質保証をする規範
を一一債務不凶行の一般UlJに対する先日の特別のー具体例として一一明示す
ることを検討すべきではないか、少なくとも解釈論として、履行後の品質保
証伯務を想定すべきではないか、それこそが、事態に適合した提案になるの
ではないか、ということです。契約締結「前Jの契約責任ということがいわ
れたりしますが、これは、契約履行「後Jの契約百任、といってもよい問題
です。もっとも、これは、 Ejl案か乙案か、という問題とは、やや距離があり
ます。
(c)売買のイメージ
'1 1 案をとるか乙案をとるかは、仙航者が、円的物を受け取る |祭に、 111I'， l~検
査をすることがj切符される取づ|類型か再かで決まるl師があります。これまで
の議論は、この点からのものが多かったようにも思います。
lìl'i1~ (仕事がイI体物という形になる)であれば、注文者に受取時の 11 I'， l~検
査はJVJ待できそうなので、乙案がよさそうです。しかし、 7;1"iの場合は、判
断が難しいように思います。同じ売nであっても、口主による品質検査が期
待されているj説明(乙案が妥当)とそうでない却型(甲家が妥当)がありそ
うです。民主が引業者か何かで区別する可能性もあるでしょうが、日主が事
業{i・だからといって、品質検査が行われるべきかどうかははっきりしません
ので、判断が品I~ しいところです。 とはいえ、依4材秘1私h才者f(買主 .i泊住j主ニ文者)にJ品l川1
検f査Eをj期明待できるカか、どうカか、は、重要な考慮要素になると思います。
ンII~X~のイメージに関してもう l つ考慮すべきことは、 B to C-一事業者が
先主で消費者がn主ーーばかりを念日mにIくのか、 Cto BとかCto C、とい
うのでしょうか、素人が売主になる場而も念頭に世くのか、ということでは
ないかと思います。立法論議に|努しては、たいてい、消山者(素人)が日主
になることが想定され、議論が行われているような印象を受けます。
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しかし、素人が売主になるケースを重要な場面として想定するなら、売主
の履行完了による債務消滅の期待をある程度保護するという政策の合理性
は、高まるはずです。たとえば、アメリカに留学した学生さんの生活を想像
してみましょう。彼/彼女らは、学業期間が終わったら、通学に使っていた
自動車や生活JT品を、近隣の学生さんに売っていきます。勤め人も、引越し
の|僚に、自宅や、家具などを、近所の人たちに売却することがあります。こ
うしたムーヴイング・セールでは、売主も民主も素人です。しかし、日本で
は、素人間での売買は、価格設定、目的物にIW.庇があった場合の事後処理に
不安を残すためでしょうか、業者を介在させることが多いようにも，14いま
す。たとえば、中古の不動産売買であれば、形のトーでは、 素人が売主となり、
素人が日主になるかもしれません。しかし、宅建業者が媒介して契約内谷を
適正化するのが普通ではないでしょうか。中古自動車の売買となりますと、
素人同士の直接取引は希で、素人から業者へ売り、業者がそれを整備して素
人に売る。やはり業者が介在することが多いという印象を持っております。
こうした認識が正しく、売買法の改正に際しては|二|本の売口イメージに合わ
せたものを提案すべきだとすれば、素人売主の履行完了の期待の保護につい
ては、消極的に考えるべきことになるかもしれません。しかし、民法におけ
るj主主体の抽象性・平等性を重視するなら、素人が売主になる場而も考慮に
入hて、 全体として、もう少し、売主の利読も考えてもよい、ということに
なるかもしれません。いずれにせよ、 FfI笑乙案の是非を考えるためには、売
買の当事者のイメージについても、もう少しl乱いをめぐらせる必要があると
思ろのです。
(d)現在化論とプロセス論
つづいて、現在化論とプロセス論という観点から考えてみます。ヤマケイ
理rtl布、モリヒロ理論の話に戻ります。これまでお話ししてきたところによれ
ば、 ヤマケイ理論とモリヒロ理論の対立点は、受領を債務消滅原因として強
制するか再か、という ことでした。しかし、両者には、別の対立!liillもありま
す。 どちらの理論も、合立によって設定された規範を重視するという点では
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共通なのです。契約法理論全体の中でみれば、両者の距縦は、決して速いわ
けではありません。しかし、ヤマケイ理論は、もっぱら、契約締結時におけ
る合意によって設定された規範を基準に、契約に|期する問題を解決しようと
します。これに対して、モリヒロ理論は、契約締結時の合意だけでなく、そ
のあとのてr~'h'i も考慮して、契約に関する問題を解決しようとします。 ここで
の問題は、当~J .者の合意が契約締結時にすべての不履行プロセスを規律し尽
くしていると考えるか否か、ということで18)、ヤマケイ理論は、契約時に規
律しつくされると、モリヒロ理論は、必ずしもそうではない、と考えるわけ
です。こういう角度からみたヤマケイ理論を、現在化論、同じくモリヒロ型
論を、プロセス論、と呼ぶことができるでしょう。
fJ)L在化Jというのは、少しわかりにくい表現かもしれません。内回世先生
の御若il・では、次のように説明されています。「契約締結の時点で契約の条件
がすべて決まっているJということは、すなわち、「未来の事柄をすべて現在
に世き換えるJことなので、そのことが、アメリカの学者(イアン・マクニ-
jレ)によって、 「現在化Jといわれている、と 19)。これに対してプロセス論
というのは、おおざっぱにいえば、契約締結後の当事者のやりとりなどもと
りこんで契約に附する問題を解決していこう、というイメージの考え方で
す。
もう少しJ~体|旬、ここでは、不履行責任説におけるもりガの集中の重要性、
というfml;(から検討してみましょう。
法定fi-任説においては、債務者の債務の履行は完了しており、法律が、不
凶行jf任とは別に、光主に責任を諜す、という椛1;，:(1がありました。法定責任
説ですと、不凶行立任の範阿が広すぎるから限界を設ける、というのではな
く、問題を不凶行武任ではカバーできないので、別途、法律によって合理的
な純IJlIの}t('任をaI!すことが、課題になるわけです。
|18剖) 1山!
3年n。
19) I^JlfI:1't r契約の1時代J3011 (岩波持活、 2ぽ旧年)。
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ところが、不履行責任説においては、契約内科次第ではありますが、債務
者に広汎な{氏務が生じる可能性があります。追完義務、修補義務、代物給付
義主発、fIJ製作義務など、当たり前のことですが、きちんと依務を果たすまで、
依13与者は債務から逃れられません。そうした債務者にとって、1m務の集中」
とし、う概念は、債務者ーが広汎な債務を負担する状況から、ある段|併で、債務
の内容を絞り込んでq守定する役割を持つのです。
種類物売口の売主についてみますと、売主は、目的物が特定するまでは、
当言;1{の醜類に属する物を、世界のどこかから調達してくる義務を免れません
が、債務が集中すれば、すなわち、目的物が特定すれば、調述義務から免れ
ます。i!?負人の場合は、仕事の「一応の完成」が、債務の集中を生じさせま
す。「一応の完成」に至らない段階では、いくらそれまで前負人がたくさんの
仕司Iをしていたとしても、ゼロから仕事のやり直しをしなければならない可
能'性があります。しかし、 「一応の完成」があった、というという ことになれ
ば、仕事の筑:体は当該目的物に集'i'し、その後は、再製作を求められること
はなくなります 201。
「悩務の集'1'Jというプロセスは、rl:1n日試案のように担保立任について不服
行'i'I任構成を採用しますと、売主 ・請負人が広汎な債務を負う可能性も山ま
るので、その分だけ重要性が23まると思うのです。そして、このような役割
を封2つ、 「債務の集中」に注目する、ということは、契約締結よりも後の時点
で、当事者の行為によって、契約締結時に設定された債務の内符が変化する
ことへの注nのあらわれで、もあります。
ヤマケイ理論の場介は、債務の集中も、契約締結時に予定されたヲj;:態の民
間であるということになり、契約締結後の当事者・の行動への注口、という態
度が、必ずしも強くはみられないことになりそうです。
これに対して、モリヒロ理論における「受領」は、契約締結後、 ]1託行がさ
20) 我)1::栄rJ.~i占波及V3 j 625~ ・ 633Ú (宕波}rJg、19621，1o)0 l.1U)jの lf~r! ，については、 ~tJ，':'
功「イ1:恨の引渡しJ法セ696り'82.ri(2013年)、!，.Ir {!プl~の再履行」法セ697 ~}8Ui (20日年)。
さらに、 1本・ liH似1:13) 273-275氏、 678-679民の整理Ilも参!日。
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れた後の段階のがH税者の行為ないし立以表示ですが、先日i去においても、 J1i
負法においても、債務を集中させる、という課題に応えうる概念です。こう
した視点が別機にみてとれるのが、民法(依権法)改正検討委員会の立法提
案の、 ~i'ft の部分の解説でして、 Ji'i負において、受領概念を介して、 ifj負人
の偵務の集中が行われるというというプロセスの重要性が強制されていま
す21)。
さて、現在化論とプロセス論は、民法の授業などでは、あまり説明されな
いと想像しますので、もう少しだけ、説明を揃っておきます。プロセス論は、
現在化論に比べると、契約の現実を重視しているのではないかと思います。
すなわち、契約の現実は、現在化諭が想定するように、契約内科のすべてが
契約締結時に明確にされているとは限らないでしょう。重要なことだけ決め
て、刻1部はあとで、という状i}cで、契約の履行がはじまったりします。また、
契約;ljに、あれこれ詳細1に件き込まれているけれども、 当'Ji.者の問でそのWf，
釈が分かれているという事態もありそうです。さらに、契約締結の後には、
大小の事情の変更も起こります。 ~するに、現実の契約は、契約内平等の制加
が定まらないまま凶行JYJに至り、あるいは当初の契約が想定しないお態が'1:.
じることが珍しくないわけで、す。現在化論は、そういう場ー合にも、あくまで
も、契約締結H寺に当事者が設定した規範に悲づいて問題をwf.決しようとする
わけですが、プロセス論は、凶行のプロセスの巾での吋事者ーのやりとり一一
提供・受領はその主要な一計1- を通じて、契約制til時の契約内容を術充し
たり変更したりすることを1・定しつつ、売口契約がいわば完成されると考え
るわけです。
たとえば、凶行が契約に適合しているかどうかの判断をどのように行うの
か、というI1UJmについてみますと、ヤマケイ階論の場合には、契約締結当時
の規範に従って、Ji託行の契約迎合'~I:を判断しようとします。 これに対してモ
リヒロ理論では、契約適合性の許制1;の基準を、契約締結当時の規範だけでな
| 引 民凶i法'1，(似似』柿伽附拒加1
f年ド)。
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く、それより後の時点である受領時の、債権.(yの立思にも求めようとすると
いうことです。 すべてのことを~Jf.前にきっちり決められるわけではないとす
れば、モリヒロ理論には説得力があるように思われるのです。
ちなみに、ヤマケイ理論は、事情変更の原!lJJという規範も、契約締結1寺に
設定された契約規範から読み取ろうとすることにつながります。後で当事者
が相談して契約内容を修正するというような現象も、そうした相談が行われ
るべきことが当初から契約に組み込まれていた、と説明するのでしょう。こ
こで、山本敬三先生の 『民法講義N-1 J lO3頁 (前掲注13))をみますと、 「事
情変更の原則は、('11略)契約内容を硲定する作業に吸収されることになる」
とされています。
このように、履行のプロセスを重視するといたしますと、乙築は、 n主に
よる目的物の契約不適合の発見という形で、契約締結時の当事者意思だけで
なく、凶行過程 ・受領過税における当事者のな思 ・態様を法的考・胤に入れる
手がかり一一「繋留点」とでもいうべきでしょうかーーを示す点で、和極的
な評価に値する、ということになります。モリヒロ理論における 「受領」も、
フ。ロセス思考を解釈論に導入する繋問点になりうる、ということです。
ところで、契約締結時に設定された規範だけで、なく、その後のプロセスを
重視するという考え方は、中11]試案の他のところにもないかと思ってみる
と、追完に|刻する提案が円にとまります (第35の4(3)。
ヤマケイ理論のように、契約締結時に契約規範がすべて確定しているとの
I訂j提によれば、売主の行うべき追完方法は、契約の趣旨に迎合していること
だ‘けが要件となるはずだとも考えられます。しかし、中間試案は、追完方法
σコ契約迎合性に加えて、 ri主に不相当な負担を課するものでないことをも要
何=としています。これは、契約締結H寺の契約規範だけでその後の契約問題を
知L型するという契約理論よりも、契約締結後の問題の中には、契約締結当初j
，設定された契約規範に依拠せずに解決されるものもあるという契約理論に親
孝nflりではないかと思われます。
ここまで、ヤマケイ理論と甲案、モリヒロ理論と乙案の結びつきを強調し
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すぎたかもしれません。しかし、それぞれの結びつきはそれほどかっちりし
たものでもありません。とくに、乙案は、モリヒロ翌日論における 「受領」概
念を包摂しうるとは思うのですが、 iJIjUj試案はむしろその 「受領」概念を避
けているようであることには注意しておいたほうがよいでしょう。現在の'1'
間試案に提案されている選択肢の純剛内の立法が行われるのであれば、どの
ような民法ができても、どちらの理論も、 1-分成り立つもので、q-I案をとっ
てもモリヒロ理論は死滅することはなく、乙案をとったからといってヤマケ
イ理論が死滅するようなことももちろんなく 、今後も、解釈論のrlで争いは
続くだろうということを補足して、 一区切りといたします。
(3) 消滅時効期間ルールの帰趨
光n ・ 請負における不迎合立任の権利行使JUJ間制 I[~の議論は、 削減時効の
一般ルールに|刻する議論と後接に関連しています。
消滅H守効の起算点に|刻する巾間試案第7の2には、 可l案と乙笑がならべら
れております。申案は、現行法とl，iJじ構造で、権利を行使することができる
H寺点から、 10:'1~間ではなく、 5年 lIiJという艇案です。 乙請をは、現行法の10:' 1二
時効とその起n点ルールを維持しつつ、そのいわば内側に、主倒的に起訴さ
れる短期間の消滅H寺効を加える、というものです。二重構造という点で、現
行民法の724条一一不法行為によるHi-;t千賠償前求椛の権利行使WJ川のflilJ'以に
閲する規定一一に似ています。
さて、消滅H寺効の起訴点に|児する，'，'日]試案第7の2において、Ij案が保川
されるのであれば、われわれは、もうしばらくの'ilJは、売n・57j釘において、
lド案と乙案のどちらがよいか、という議論を、楽しむことができます。
しかし、削減時効の起算点に閲して乙家が探用される坊・介には、売買法・
市;-J:!法における甲笑乙案の優劣を議論する実授は、なくなってしまうかもし
れない、という感じがしております。消滅|時効のところで乙案をとる、とい
うことは、 今1のお，訴の流れで、巾しますと、ほほ、売買法.1，';負法の乙案を、
一般法として採用する、ということになるわけです。消滅時効ルールが乙後
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だという前提の下で、光口法・詰負1よーで'11案を主張する、といたしますと、
先日・請負のイミ迎合点任追及の局而では、消滅時効の一般tllJ(消滅1;¥:効の乙
案)における主制的起t?:l;r:ルールが機能することになるでしょうから、おそ
らく的権者が不適合に気づいたときからrl'i滅時効期間が走り 1¥すことにな
り、現在の売口.~，'ìl"l iよ・の乙案と、まず同じといってよい帰結が滋かれるこ
とになります。
乙案に傾く私としては、それは将ぶべきことかもしれません。しかし、消
i成 II~'~J)の起Z):}，'~について乙案が採用されますと、売買法訪ねi去におけるヤマ
ケイ理論とモリヒロ割論の激突まで下火になってしまいそうで、なんとなく
さひ、しいような託もするところです。
王限戒担保ないし不迎合立任の権利行使lUJ1I1Jの制限については、以上です。
おおさっぱな話ばかりで失礼いたしました。
つづいて、担保点任に閲する問題という点では共通ですが、別の論点に|射
するコメントに移ります。
2 代金減額前求権行使の要件
まずは、中間試案の、代金減額jlEi求権行使の要件 (第35の5(3)に閲する反
対雨前になります。
イーに企減額約求将tiは、光主に帰Tf事山がなくても、民主に'J・えられる権利で
す。 これについて、 qqlJJ試案第35の5(3)は、迫完請求 ・j肝|徐tliを放来しなけ
れlま、代金減額請求総を行使することができない、と提案しています。
この提案は、理論的にみると、契約全体を有効にして債務の凶行ないし履
行にかわる迫完・拙:!?賠償・を求めること、あるいは、契約全体を解除するこ
とと、契約を維持しつつ代金減額という形で契約の対価ljを修JEした上で同定
する代金減額とは、両立しないものですから、そのような従業が行われる組
出は、わからないではありません。
しかし 一般論になりますが、当事者の桜数の詰求の関係を幣序する規定
は、これまで、基本的に、民法の中にはi丘かれてこなかったのではないで
!iJ.1~!ml;冶の争}.'，( (小~，~J 太郎) 91 
しょうか。請求権相互の|刻係の整序は、解釈に委ねられてきた、というわけ
でして、ここだけ、この粧の問題について、明文を置く、というのは子奇妙な
感じがいたします。
仮にこのような提案が法文化された場合には、買主は、他の救済手段を放
棄しなければ代金減mi3i'J求権を行使できないということですから、その行使
には、二の足を断むことになるのではないでしょうか。そこで、口主として
は、実質的には代金の減額を求めるとしても、法律上は、損害賠償前求とい
う形で動くことになるのではないかと想像いたします。損害賠償前求という
形で笑質的な代金減舶を求めた買主は、担，1:;';:Uff日前求に対する免1ヤJi:rilの抗
弁が成り立つ場合にはじめて、追完請求 ・ MI徐椛を放棄して、 ~I'l求の根拠を
損害賠償から代金減額に変更すればよいわけです。そうだといたしますと、
Ij' JliJ試案の実質は、代金減額請求権を、 'il.主にとっての、二次的な救済手段
に世くことを立l床することになりそうです。それでよいのか、を検討する必
裂もあると思います。
3 競売時の担保責任
以後になりますが、競売時の担保責任についてです。中間試案第35の9は、
現行法を改め、競光H寺にも、暇抗担保立任をi'T定すべきであるとしています。
しかし、私は、この悦案には疑問を持っておりまして、差抑債権者に、物の
mf拐に関する担保訂作を引き受けて売却する)J法とこれを引き受けないで、売
lJJする方法との選択権を与えるほうがよいのではないか、と考えておりま
す。
現行法では、競光時には、権利の暇抗の十1.保71任だけが認められ、物の暇
抗についての担保古任は認められていません。しかし、不動産税先手続にお
ける口受人の立;助からすれば、中間試案の提案のとおり、暇抗出保武任あり
とする法制度が望ましいようにみえます。とはいえ、買受人は、暇抗担保立
任なしで、あっても、それに応じた (相対的に低い)価格で購入するだけのこ
となので、 T聞記担保責任の導入によって、どれほど貝受人保護・競先円滑化
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の実効が上がるのかは、なんともいえないような気もいたします。
'1'川試案が、競売という形による債権者の権利実現が、効率的に行えるよ
うにすることを1的にしていると仮定しますと、 '1'11試案は、必ずしも H的
に迎合的な提案になっていないのではないか、という凝問が残るのです。
'1'11]試案のルールを導入した場合に、 当事者がどういう行動に促されるの
か、という観点から、考えてみましょう。競売時にもJIUI，丘担保武任を謀すこ
とにする場介には、その責任を負姐する可能性がある、 f占務者(?'~主)およ
び.差担jI仙権者一一笑質的には剖1
'
債権者で‘しょう一ーが、競売物件の品質調
査に動くべきことになりそうです。すなわち、差事jI仙航者は、予想外のJI(il杭
担保w任の負担から逃れるために、目的物の1質を淵任して、[1J'l0物のJI(il統
を除去しておくか、}院庇があることを3点セットにJj:いてもらうようにす
る、というようなことになるだろうということです (3 ，1':(セットに?:いても
らえば、 7211とのアナロジーでいけば、 T聞記があることを前提とした売買に
なり、不適合の問題は生じない、ということになるのではないかと想像して
おります)。
荘、の疑問は、 差押債権者が、そうした行動に促されることが、社会的にみ
て不効率を生じさせるおそれがあるのではないか、というところにありま
す。器押債権者は、競売物件を債務者がr'i有している場介ですら、民事執行
法上の ~ñl(j;1J 1"i' J'I¥のIJ度を利則すれば、 f理人を辿じて1的物の，Lj有を得て、
品質の;vl¥1査をすることが不可能ではありません。I¥J組は、 i'a抑債権者が、品
質淵査を行うftr.1浪の有無ではなく、品質調査を行うことの白JT対効果です。
必ずJI1:(脱出保責任を負担しなければならない制度の下では、せっかくrω、コ
ストをかけて品質調査をして売却したとしても、 ト分な山他で売却できなけ
れば、効率は誕くなる。かといって，fr'，f!，調査をしなければ、予想外の暇抗担
保点任を釘fIlするコストが発生するおそれがある、ということです。
要するに、'1'間試案にせよ、現行法にせよ、 -tlに限抗担保責任の有無を
決める、というのが問題です。差押債権者の立場からみて、品質調査のため
に非常にコストがかかるのであれば、現行法とIJじようにJI!t杭担保立任の免
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責条件付きで安く売却でき、 品質調査のコス トが小さければ暇庇担保立任を
負担することを宣言して市制iに売却できるようにする、そうした選択肢を用
意すべきではないか、というのが私の意見です。これは、民受希望者からみ
れば、 1実抗担保安任付きの物件 (品質保証があるけれども少し価格が高いか
もしれない)とそうでない物件(品質保証なしなので相対的に安価)という
選択肢が設けられることを立味するわけでして、差押債総者・買受希望者双
方に選択肢を用意することが、社会的にみてより効率的な結論であるように
思うわけです。
あとは競売市場が、どちらの選択肢を好むのか、市場の作用に委ねる、と
いうのが、 1つのスジではないかと考える次第です。
[資料]
民法(債権関係)の改正に関する中間試案
(2013年2月26日法制審議会民法(債権関係)部会決定
第7 消滅時効
1 J[i職i絞主業別の短J期切加;れ作消iド白:守j滅H寺効の!げ廃t発tι.1
民i法1去;第17河O条から第17叫4条までを削l除徐するものとする。
2 イ似点1権干雀tのi計消門1引i滅成H時寺効における原則的なH寺効J期羽則|山問H削jとj起包1詳I点
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[申案JI権利を行使することができる時J(民法第166条第1項)という起
u点を維持した上で、 10年間(同法第167条第lJOというH寺効期間
を5(，1~ [l Jに改めるものとする。
I乙案JI権利を行使することができる時J(民法第166条第l項)という起
tÎ: }~~から 10年間 ([司法第167条第1項)というl時効期間を維持した上
で、 11i'権者が依椛発生の原凶及び依務者を知ったl時(債権者が権手IJ
を行使することができるH寺より ilIに債権発生のj京悶及び似務者を
9;[1っていたときは、 lit手IJを行使することができる1寺)Jという起$i:点
から [3年間/4年rllJ/5年|削]というH寺効期間を新たに設け、いず
れかの|時効期間が満了した時に消滅i時効が完成するものとする。
(it) [lll案]と同級に「権利を行使することができる1I，¥'j(氏法第16条tiH瓜)と
いう起t):点を維持するとともに、 10年I/¥J(1司法第167条約l唄)というILl効期
間も維持した上で、 'Jf;!i:符11]の契約にJ，l;づくも'i株については5年IiJ、消費者契
約に基づく事業者の消費者に対するも1it1tについては3年1/日の時効期11]を新た
に設けるという考え方がある。
第35 売買
3 先主の義務
(1) 先主は、財産i怖をn主に移転するJ邸主を負うほか、']'1:，口の内符に従い、次
に掲げる義務をflうものとする。
7 n主に充'Ciの日的物を引き i皮すJ受;f~
イ 民主に、 査記、登録その他の必nの内容で‘ある椴手IJの移転を約三者に対
抗するための~件を具備させる義務
(2) 必主が買主lこり|き渡すべき日的物は、種類、 ，¥M'iJ.Aひ‘数誌に|刻して、当該
光l'-1:契約の趣旨に迎合するものでなければならないものとする。
(3) 必主が買主に移転すべき権利は、当該売買契約の趣旨に適合しない他人の
地上権、抵当権その他の権利によるれ担又は当該光i(契約の趣行に迎合しな
い法令のfil]l¥!:{がないものでなければならないものとする。
(4 )他人の権利を先日の内容としたとき(権利の一日1が他人に泌するときを含
む。)は、売主は、その権利を取得して民主に移転する義務を負うものとす
る。
(ilJ 1'.J~(2)については、民法第570条の 「取統J という文 1'" を維持してぷJJi.するとい
う与え-jJがある。
4 iI的物が契約の随行に適合しない場介の'允主の立任
民法第565条及び負~570条本文の税Ht (代金滅鎖的求・ JVJ間制限に|則するもの
を除く。)を次のように改めるものとする。
川 引きi度されたfHヲ物が前記3(2)に述反して契約の魁旨に適合しないもの
であるときは、1'-1:主は、その内特に応じて、売主に対し、目的物の修補、不
).t!.分の引波し又は代替物の引渡しによる履行の:i.u完をがi求することができ
るものとする。ただし、その権利につき履行a，'はと絡の限界']Iltlがあるとき
は、この限りでないものとする。
(2) 引き渡された"的物が前記3(2)にiS反して契約の勉旨に適合しないもの
であるときは、l"itは、売主に対し、債務不版行の一般原則に従って、その
不)1見行によるおい';.の賠償を~í'i;R し、又はその不同行による契約の解除をする
ことができるものとする。
(3) ~.~主の提供する凶行の追完の方法が口主のJl'j求する方法と 1もなる f必合に
は、 2主の提供する方法が契約の政行に適合し、かっ、口主に不州、月な負担
をil!Ilするものでないときに限り、履行の追完は、光主が提供する方法による
ものとする。
E三 日it0!jf;Jが契約の随行に迎合しない場合におけるX'Ltの代金減額前求権
il，1己4 (民法第565条 .~%70条|関係) に、次のような規律を付け}jll えるもの
とする。
( 1 ) 引き ìl立された"的物が前記 3 ( 2)に~反して契約の趣旨に適合しないもの
である場合において、民主が州、liの J~JiIりを定めて履行の追完の1m作をし、完
1:がその期IlfJI付に版行の追完をしないときは、Hieは、立思表示により、そ
の不適合の程度に応じて代金の減fd'iをJIj求することができるものとする。
(2) 次に掲げる場合には、上記(1)の1m{'¥'"を要しないものとする。
ア 履行の追完を~t'1;Jとする核不IJにつき、履行請求権の限界主JI出があるとき 。
担保氏{も冶の争点 (小樹 木liIi) 95 
イ 売主がI1弘行の追完をする意思がない行を表示したことその他の明白に
より、売主が履行の追完をするよL込みがないことが明白であるとき。
(3) 上記(1)のな思ぷ示は、履行の迫完をJ!?求する権利 (履行の泊先に代わる損
持の1I]~悩 を J!?ボする ttIi平IJ を含む。)及び契約の解除をする縦利を放吸する 旨
のJ.J:思表示と l' iJ I"rにしなければ、その似~)J を生じないものとする。
6 1=1的物が契約の趣行に迎合しない場合における口主の権利のJVJ間信IJ限
民法第565条及び第570条本文の規fltのうちJUJII]制限に|刻するものは、次のい
ずれかの築のように改めるものとする。
[甲案] 引きi度された 目的物がlij記3(2)にjhl反して契約の趣行に適合しな
いものである場合の目主の11iIJにつき、 i'iil成時効の一般IJ;UIJとは日IJの
期IJilIJ!H (民法m564条 、 第566条約 3 .r i参n引 をI~~lr，するものとする。
[乙案] 消滅H、~'~:JJの一般原則に加|え、引 き泌された 目的物がjjÎj ，l i2 3 ( 2 )に~反
して契約の雌行に迎合しないものであることを口 ヒが知った|砕から
[ 1年以内]にそれを売主に通知lしないときは、 口主は、 lij記4又は
5による純平IJを行使することができないものとする。ただし、売主が
引波しの時に11(10物が前記 3 (2 )に~反して契約の趣行に迎合しない
ものであることを知り、又は屯ノミな過失によって知らなかったとき
は、この|恨りでないものとする。
7 rt主が事業者の場合におけるTI(1甘物検公J制方及び適時通知!義務
( 1) 口主が事業fíであ り 、その事業の純問|人j で、 'J'~:r'i契約 をした場合において、
!l主は、その'J'~n契約に基つeき 目的物を受け取ったときは、 1副首?なくその十l
的物の検査をしなければならないものとする。
(2) 上記(1)の場合において、口主は、受け取った日的物が前記3(2)に.iio反して
契約の趣行に適介しないものであることを知ったときは、相当なWJ問内にそ
れを売主に通知lしなければならないものとする。
(3) 宜主は、 |て，le(2)のJUJlj内に通知lをしなかったときは、 Ij，le4)(は5による
権利を行使することができないものとする。上記(1)の検jiEをしなかった場合
において、 検作をすれば11 的物が前~ê 3(2)にjlJ1反して契約の趣行に迎合しな
いことを知lることができた1与から州、liなJVJ11 内にそれを光伝に.i1li知lしな
かったと きも、 l'iJ総とするものとする。
(4) 上記(3 )は、 'J'~ i:_が引波しのl時に1(10物がlijJe3(2)に述反して契約の地行に
適合しないものであることをま1り、又はif(大な過失によって匁lらなかったと
きは、適川しないものとする。
(i: 1 ) これらのよ うな焼定を設けないという与え}jがある。また、 1 : ，l~(3)について
のみ、脱去を設けないという与え}Jがある。
(iiニ2) 'JUU'í'の;とJ主について、引き続き検;i，J する必~ーがある 。
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民法第561条から第567条まで(第565条を|徐く 。)の規律を次のように改める
ものとする。
(1) 売主がn主に必nの内符である線不IJの全古1¥)(1ま一部を移'1話せず、又は先主
が移転した純利にIjij記3(3)に違反する他人の権利による負担打し くは法令
の制限があるときは、口主は、先主に対し、 一般原則に従って、 その履行を
請求し、その不凶行によるおi害の賠償を請求し、又はその不履行による契約
の解除をすることができるものとする。
12) 上記(1)のfl't務不履行がある場合 (移転すべき権利の全部を移転しないI必合
を除く。)において、 n主が相当の期1mを定めてその履行のf佳作をし、先主
がそのJ~jllll内に履行をしないときは、 r1主は、意思表示により、不履行の程
度に応じて代金の減額を ~í'i)}(することができるものとする。
3) 次に掲げる場合には、上記( 2 )の1m告を~しないものとする。
ア 履行を請求する燃利につき、版行J!?求権の限界引由があるとき。
イ 先主が履行をするな思がない旨を表示したことその他の事山により、完
セが履行をする見込みがないことが明白であるとき。
'4 ) 上長己.(2)の意思表示は、履行を請求する権利 (}1見行に代わる煩:与の賠償を訂j
求する柿:平IJを合む。)及び契約の解除をする締平IJを放楽する旨の意思表示と
同時にしなければ、その効力を生じないものとする。
()主) U己(2)の規fltは、紙当権~~;の1tjj( 1; 1-Eの担保を内科とする術手IJによる負担があ
る場合については、i直川しないものとするという与ーえプJがある。
9 競:/(:.における引受人の権利の特別(民法負i}568条及び第570条ただし古関係)
民法第568条及び第570条ただし刊の鋭Htを次のように改めるものとする。
11) 民事執行法その他の法律の規定に基づく競先における口受人は、民い受け
たU的物又は繊平IJについて引受けの巾IHの時に知らなかった損傷、他人の線
利による釘担その他の事前 (以下 f損傷等Jという。)がある場合において、
その侃傷等により買い'受けた目的を達することができないときは、1m走者に
対し、契約の解除をし、又はその似傷等の程度に応じて代金の減似をJIiボす
ることができるものとする。 ただし、 X~受人が[重大な] 過失によってその
.jJHU等を知らなかったときは、この限りでないものとする。
12) ヒ a~( I )の場合において、 依務省ーが!nmhであるときは、日受人は、代金の
配当を受けた依係者に対し、その代金の全部又は一部の返還を31'j;Rすること
ができるものとする。
13) 上記(1)又は(2)の場合において、債務者が目的物若しくは織利の不存在を知
りながら 11 1 し山なかったとき、又は似紘宇fがこれを主11 りながら~ß::/c を~!'J ;R し
たときは、ロ受人は、これらの者に対し、煩符賠償のa~J求をすることができ
るものとする。
(4) n受人は、 riぃ受けた目的物又は権利に損傷等があることを主1った時から
1 年以内にその打i傷~l~; を債務者又は配当を受領した依椛{'J-に通知l しなけれ
ば、上記(1)から(3)までの権利を失うものとする。ただし、 'ilい受けた織平IJの
全日1Iが他人に属していたときは、この|促りでないものとする。
(i主) 競売における担保氏任に|則して、現状を維持するという与え)'jがある。また、
卜J己12)の胤wは、 1~_ ，lG(3)の~f'1ーを 11持たす1，'1権者・についてのみ)Æi川するという JPえ
)jがある。
10 t:Uニの義務
買主は、先主に代金を支払う義務を負うほか、次に掲げる義務をí~ うものと
する。
ア コピロの日的物(当該・:/~n契約の趣旨に迎合するものに!U{る。) を受け取る
担保氏f1:諸の争点0:(小粥 j、(!J;) 97 
義務
イ 前記3(1)イの対抗要件を具備させる義務の履行に必裂な協))をする義務
第40 請負
2 仕事のトl 的物が契約の趣行に適合しない場合の~i'/tt人のJ'i:任
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(1) 仕邪の目的物が契約の越旨に迎合しない場合の修布Ii前求権の限界(民法第
634条第l項関係)
民法第634条第lJiの規律を次のように改めるものとする。
仕事の目的物が契約の継旨に適合しない場合には、注文者は、 ~I'ifl 人に対
し、相当のJUJII\Jを定めて、その修補の JÎ~i求をすることができるものとする。
ただし、修補請求織について履行前求権の限界事由があるときは、この|以り
でないものとする。
(2) 仕事の目的物が契約の地旨に適合しないことを理山とする解除 (民法第
635条関係)
民法第635~を削除するものとする。
(3) 仕事.の 1=1 的物が契約の怨旨に適合しない場合の注文身のt?l1平 IJの Wl 間lIJり IU~
(民法羽1%37条関係)
民法自%37~たの鋭fltを次のいずれかの案のように改めるものとする。
[ [p案] 民法第637条を削除する (消滅時効の一般JJ;(WJに委ねる)ものとす
る。
[乙案] 消滅l時刻Jの一般Jj~則にJJnえ、仕事の目的物が契約の趣旨に適合しな
いことを注文者が知ったときから[1 年以内]にその迎合しないこと
を請負人に通知しないときは、注文~.は、 JIlt負人に対し、その適合し
ないことに J，~づく権利を行使することができないものとする。 ただ
し、 ~"itt人が、引波しの|時に、仕事の日的物が契約の雌宵に迎合しな
いことを知り、又は重大な過失によ って知lらなかったときは、この限
りでないものとする。
(1セ) 乙案について、引波H寺(づ lil立しを~しない場合にはイ I: 'J~の終 (11寺 ) から JUlllil
をkmするという考え)Jがある。
(4) 仕事の目的物である土地工作物が契約の腿旨に適令しない場合の詰i~人
の責任の存続則r:u(民法第6384R関係)
民法第638条を削除するものとする。
(5) 1:1ソjf.の目的物が契約の趣旨に適介しない場合の前白人の立任の免立特約
(民法第640~関係)
民法第640条の創作を改め、 Jl'j負人は、イ1:'JlのLI(19物が契約の趣行に適合
しないことについての立任を負わない旨の特約をした場合であっても、 1的
物のリ |波l侍 (~I波しを裂しない場合には、仕事の終了時) に仕事の 11 的物が
契約の題旨に適合しないことを知!っていたときは、そのlT任を免れることが
できないものとする。
(こがゆ たろう)
